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臨時株主総会参考書類（別冊）

第１号議案　株式会社オウチーノとの株式移転計画承認の件

別紙２～13

株式会社みんなのウェディング

表紙
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別紙2

株式会社ホームアドバイザー　第4回新株予約権の内容

1.  新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権1個

につき目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与

株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約

権の目的である株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数　=　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切

り捨てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式100株当たりの払込

金額 (以下「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,250円とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式

により調整する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新

株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合、行使価額を次の算式によ

り調整する。

－ 1 －

移転議案
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既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1円未満の端数はこれを切り上

げるものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

平成26年3月26日から平成34年3月25日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわら

ず、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場された日から1年間が経

過するまでは本新株予約権を行使することができない。

②  新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社の取締役、

監査役または従業員の地位にあることを要する。但し、任期満了によ

る退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位

を失った場合その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合

については、この限りではない。

③  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使す

ることができる。但し、本契約第7条に定める条件による。

④  本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤  新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、

これを行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はす

ることができない。

⑥  新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（1月1日から12月31

日まで）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約

権を行使することはできない。

－ 2 －
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(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものと

する。

(7) 本新株予約権の取得条項

①  新株予約権者が第4号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しな

くなった場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、

当社は、当社が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。

②  当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案に

つき株主総会で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日

に本新株予約権を無償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行

為」という。）をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ

交付するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

①  交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株

予約権の数と同一の数を交付する。

－ 3 －
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②  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③  各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第1号に準じて決定する。

④  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③

に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

⑤  新株予約権を行使することができる期間

第3号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と

組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第3号に定める本新

株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

第5号に準じて決定する。

⑦  譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。

⑧  新株予約権の取得条項

第7号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に1株に満た

ない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

2.  本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

3.  本新株予約権の割当日　平成24年10月16日

以　上

－ 4 －
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別紙3

株式会社くふうカンパニー　第1回新株予約権の内容

1.  新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権1個

につき目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は425株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与

株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約

権の目的である株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数　=　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切

り捨てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金

額 (以下「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金295円とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式

により調整する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新

株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合、行使価額を次の算式によ

り調整する。

－ 5 －
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既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1円未満の端数はこれを切り上

げるものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

2018年10月1日から2022年3月25日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわら

ず、株式会社オウチーノの株式が日本国内の証券取引所に上場された

日から1年間が経過するまでは本新株予約権を行使することができな

い。

②  新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社又は当社

の不動産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社（当初は、株

式会社オウチーノ、株式会社スペースマゼラン、株式会社Seven 

Signatures International（以下「SSI」という。）及びSSIの子会社

とし、当社の取締役会又は取締役会が認める社内機関の決定により、

その範囲を変更することができるものとする。）の取締役、監査役ま

たは従業員の地位にあることを要する。但し、任期満了による退任、

定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失った

場合その他当社の取締役会又は取締役会が認める社内機関が正当な理

由があると認めた場合については、この限りではない。

③  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使す

ることができる。

④  本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤  新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、

これを行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はす

ることができない。

－ 6 －
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⑥  新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（1月1日から12月31

日まで）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約

権を行使することはできない。

(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものと

する。

(7) 本新株予約権の取得条項

①  新株予約権者が第4号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しな

くなった場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、

当社は、当社が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。

②  当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案に

つき株主総会で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日

に本新株予約権を無償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行

為」という。）をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ

交付するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

－ 7 －
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①  交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株

予約権の数と同一の数を交付する。

②  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③  各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第1号に準じて決定する。

④  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③

に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

⑤  新株予約権を行使することができる期間

第3号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と

組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第3号に定める本新

株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

第5号に準じて決定する。

⑦  譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。

⑧  新株予約権の取得条項

第7号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に1株に満た

ない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

2.  本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

3.  本新株予約権の割当日　2018年10月1日

以　上
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別紙4

株式会社ホームアドバイザー　第5回新株予約権の内容

1.  新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権1個

につき目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は100株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与

株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約

権の目的である株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数　=　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切

り捨てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式100株当たりの払込

金額 (以下「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,375円とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式

により調整する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新

株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合、行使価額を次の算式によ

り調整する。
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既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1円未満の端数はこれを切り上

げるものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

平成26年10月5日から平成34年10月4日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわら

ず、当社の株式が日本国内の証券取引所に上場された日から1年間が経

過するまでは本新株予約権を行使することができない。

②  新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社の取締役、

監査役または従業員の地位にあることを要する。但し、任期満了によ

る退任、定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位

を失った場合その他当社の取締役会が正当な理由があると認めた場合

については、この限りではない。

③  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使す

ることができる。但し、本契約第7条に定める条件による。

④  本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤  新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、

これを行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はす

ることができない。

⑥  新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（1月1日から12月31

日まで）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約

権を行使することはできない。
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(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものと

する。

(7) 本新株予約権の取得条項

①  新株予約権者が第4号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しな

くなった場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、

当社は、当社が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。

②  当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案に

つき株主総会で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日

に本新株予約権を無償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行

為」という。）をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ

交付するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。

①  交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株

予約権の数と同一の数を交付する。
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②  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③  各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第1号に準じて決定する。

④  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③

に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

⑤  新株予約権を行使することができる期間

第3号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と

組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第3号に定める本新

株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

第5号に準じて決定する。

⑦  譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。

⑧  新株予約権の取得条項

第7号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に1株に満た

ない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

2.  本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

3.  本新株予約権の割当日　平成24年10月16日

以　上
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別紙5

株式会社くふうカンパニー　第2回新株予約権の内容

1.  新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権1個

につき目的である株式の数(以下「付与株式数」という。)は425株とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与

株式数を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約

権の目的である株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数　=　調整前株式数　×　分割・併合の比率

上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた

ときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切

り捨てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式1株当たりの払込金

額 (以下「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金324円とする。

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式

により調整する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分(新

株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合、行使価額を次の算式によ

り調整する。
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既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式総数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分

を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替

えるものとする。

上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたと

きは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

なお、本号の定めによる調整の結果生じる1円未満の端数はこれを切り上

げるものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

2018年10月1日から2022年10月4日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわら

ず、株式会社オウチーノの株式が日本国内の証券取引所に上場された

日から1年間が経過するまでは本新株予約権を行使することができな

い。

②  新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社又は当社

の不動産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社（当初は、株

式会社オウチーノ、株式会社スペースマゼラン、株式会社Seven 

Signatures International（以下「SSI」という。）及びSSIの子会社

とし、当社の取締役会又は取締役会が認める社内機関の決定により、

その範囲を変更することができるものとする。）の取締役、監査役ま

たは従業員の地位にあることを要する。但し、任期満了による退任、

定年による退任・退職もしくは会社都合によりこれらの地位を失った

場合その他当社の取締役会又は取締役会が認める社内機関が正当な理

由があると認めた場合については、この限りではない。

③  新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使す

ることができる。

④  本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤  新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、

これを行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はす

ることができない。
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⑥  新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（1月1日から12月31

日まで）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約

権を行使することはできない。

(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを

切上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものと

する。

(7) 本新株予約権の取得条項

①  新株予約権者が第4号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しな

くなった場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、

当社は、当社が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。

②  当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が

完全子会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案に

つき株主総会で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日

に本新株予約権を無償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行

為」という。）をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ

交付するものとする。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約

権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分

割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの

とする。
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①  交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株

予約権の数と同一の数を交付する。

②  新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③  各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第1号に準じて決定する。

④  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織

再編行為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③

に従って決定される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

を乗じて得られる金額とする。

⑤  新株予約権を行使することができる期間

第3号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と

組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第3号に定める本新

株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑥  新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

第5号に準じて決定する。

⑦  譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。

⑧  新株予約権の取得条項

第7号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に1株に満た

ない端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

2.  本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

3.  本新株予約権の割当日　2018年10月1日

以　上
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別紙6

株式会社オウチーノ　第6回新株予約権の内容

1.  新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権1個当たりの発行価額は、20円とする。なお、当該金額は、第

三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティング（以下、「プル

ータス」という。）が算出した結果を参考に、当該算出結果と同額に決定し

たものである。なお、プルータスは、本新株予約権発行にかかる取締役会決

議日の前取引日である2017年8月9日の東京証券取引所における当社株価の終

値2,445円/株、株価変動性71.43%、配当利回り0%、無リスク利子率0.016%や

本新株予約権の発行要項に定められた条件（行使価額2,445円/株、満期まで

の期間8年、業績条件）に基づいて、一般的なオプション価格算定モデルであ

るモンテカルロ・シュミレーションによって算出している。

2.  新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権1個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」と

いう。)は、当社普通株式1株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普

通株式の無償割当てを含む。以下同じ。) または株式併合を行う場合、次

の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる1株未満の端数については、これを

切り捨てるものとする。

調整後付与株式数=調整前付与株式数×分割 (または併合) の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の

額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要と

する場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、1株当たりの払込

金額 (以下、「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金2,445円とする。
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なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り

上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による1円

未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間(以下、「行使期間」という。)

は、2019年4月1日から2025年9月14日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とする。計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。
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(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、下記（a）、（b）または（c）に掲げる各条件を充た

した場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、そ

れぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を

上限として、当該条件を 初に充たした期の有価証券報告書の提出日

の翌月1日から行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の

数に1個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（a）2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期におい

てEBITDAが3億円超である場合

行使可能割合：10%

（b）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において

EBITDAが6億円超である場合

行使可能割合：60%

（c）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において

EBITDAが10億円超である場合

行使可能割合：100％

上記における EBITDAは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益

計算書における営業利益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載さ

れた減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいうものとし、連結

財務諸表を作成していない場合には、それぞれ損益計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書とする。なお、適用される会計基準の変更等によ

り参照すべきEBITDAの計算に用いる各指標の概念に重要な変更があっ

た場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な

指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

②  新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当

社子会社の取締役または従業員であることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認め

た場合は、この限りではない。

③  新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④  本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約

権の行使を行うことはできない。

⑤  各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。
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3.  新株予約権の割当日

2017年9月15日

4.  新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画についての株主総会の承認（株主総会の承認を要

しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会

が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得するこ

とができる。

(2) 新株予約権者が権利行使する前に、上記2.（6）に定める規定により本新株

予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得す

ることができる。

5.  組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲

げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記2.（1）に準じて決定する。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記2.（2）で定められる行使価

額を調整して得られる再編後行使価額に、上記5.（3）に従って決定さ

れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額

とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記2.（3）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日の

うち、いずれか遅い日から上記2.（3）に定める行使期間の末日までと

する。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記2.（4）に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議

による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記2.（6）に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記4に準じて決定する。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

6.  新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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別紙7

株式会社くふうカンパニー　第3回新株予約権の内容

1.  新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

2.  新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権1個当たりの目的である株式の数(以下、「付与株式数」と

いう。)は、当社普通株式4.25株とする。1株未満の端数の計算方法につい

ては、新株予約権者が同時に行使した新株予約権の数に付与株式数を乗じ

た結果生じる1株未満の数のみを端数とし、これを切り捨てるものとする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割(当社普

通株式の無償割当てを含む。以下同じ。) または株式併合を行う場合、次

の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数

についてのみ行われ、1株未満の端数の計算方法及び処理方法については、

上記と同様とする。

調整後付与株式数=調整前付与株式数×分割 (または併合) の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の

額の減少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要と

する場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとし、

1株未満の端数の計算方法及び処理方法については、上記と同様とする。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、1株当たりの払込

金額 (以下、「行使価額」という。) に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金576円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う

場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による1円未満の端数は切り

上げる。
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合(新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。)、次の算式により行使価額を調整し、調整による1円

未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間(以下、「行使期間」という。)

は、2019年4月1日から2025年9月14日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限

度額の2分の1の金額とする。計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

②  本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。
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(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による

承認を要するものとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

①  新株予約権者は、下記（a）、（b）または（c）に掲げる各条件を充た

した場合、各新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、そ

れぞれ定められた割合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を

上限として、当該条件を 初に充たした期の決算期から3ヶ月経過後の

翌月1日から行使することができる。なお、行使可能な新株予約権の数

に1個未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた数とする。

（a）2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期におい

てEBITDAが3億円超である場合

行使可能割合：10%

（b）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において

EBITDAが6億円超である場合

行使可能割合：60%

（c）2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期において

EBITDAが10億円超である場合

行使可能割合：100％
 

②  上記における EBITDAは、当社の不動産関連事業領域に属する子会社若

しくは関連会社（当初は、株式会社オウチーノ、株式会社スペースマ

ゼラン、株式会社Seven Signatures International（以下「SSI」とい

う。）及びSSIの子会社とし、当社の取締役会又は取締役会が認める社

内機関の決定により、その範囲を変更することができるものとする。

以下、本号及び次号において同様とする。）の連結損益計算書（連結

損益計算書を作成していない場合又は連結の範囲に含まれない会社が

ある場合には、各会社の個別損益計算書を基礎とし、各会社相互間の

取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成するも

のをいう。また、監査法人又は公認会計士による任意監査又は当該監

査法人若しくは公認会計士との間で合意された手続を実施したものに

限る。以下、本号において同様とする。）における営業利益に、連結

損益計算書に記載された減価償却費及びのれん償却額を加算した額を

いうものとする。なお、適用される会計基準の変更等により参照すべ

きEBITDAの計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、

当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値
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を取締役会にて定めるものとする。新株予約権者は、新株予約権の権

利行使時においても、当社または当社の不動産関連事業領域に属する

子会社若しくは関連会社の取締役または従業員であることを要する。

ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会または取締役会が認める社内機関が認めた場合は、この限り

ではない。

③  新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④  本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点にお

ける発行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約

権の行使を行うことはできない。

⑤  各本新株予約権1個未満の行使を行うことはできない。

3.  新株予約権の割当日

2018年10月1日

4.  新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画についての株主総会の承認（株主総会の承認を要

しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会

が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得するこ

とができる。

(2) 新株予約権者が権利行使する前に、上記2.（6）に定める規定により本新株

予約権の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得す

ることができる。

5.  組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号イからホまでに掲

げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた

場合に限るものとする。
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(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付す

る。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記2.（1）に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記2.（2）で定められる行使価

額を調整して得られる再編後行使価額に、上記5.（3）に従って決定さ

れる当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額

とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記2.（3）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日の

うち、いずれか遅い日から上記2.（3）に定める行使期間の末日までと

する。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記2.（4）に準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議

による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記2.（6）に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

上記4に準じて決定する。

(10)その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

6.  新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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別紙8

株式会社みんなのウェディング第5回新株予約権の内容

１．募集新株予約権の名称

株式会社みんなのウェディング第5回新株予約権

２．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の数

新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、各新株予約権の目

的である株式数（以下「付与株式数」という）は、新株予約権１個につき

１株とする。

ただし、本議案の決議日（以下、「決議日」という。）後、当社が当社

普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場

合には、その時点で行使されていない新株予約権に係る付与株式数は、次

の算式により調整するものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、決議日後、当社が資本の減少を行う場合等、当該新株予約権に係

る付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本

の減少等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で当該新株予約権に係る付与

株式数を調整する。

なお、上記の調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切り捨てるも

のとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行

使により交付を受けることができる株式1 株当たりの払込金額(以下、「行

使価額」という。)　に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす

る。当初の行使価額は、900,000円とする。ただし、割当日後、当社が当社

普通株式につき株式分割（株式無償割当てを含む。）又は株式併合を行う

場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満

の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率
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また割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式

の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株

主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡しまたは当社普

通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む）の転換または行使の場合を除く)は、次の算式により行使価額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通

株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除した数と

し、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に、「新規発行前」を「自己株式の処分前」に、それぞ

れ読み替えるものとする。さらに、割当日後、当社が資本の減少を行う場

合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資

本の減少の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。

（３）新株予約権を行使することができる期間

　平成27年９月26日から平成35年９月25日まで。

（４）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

（イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加

限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

（ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

準備金の額は、上記（イ）記載の資本金等増加限度額から上記（イ）

に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの

とする。
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（６）新株予約権の取得条項

新株予約権者について、次の各号の事由のいずれかが生じたときは、当

社は当該事由が生じた日に、当該新株予約権者からその有する新株予約権

全部を無償で取得する。当社は当該新株予約権の取得と引き換えに、当社

の株式・社債・新株予約権・新株予約権付社債のいずれも交付しない。

（イ）新株予約権者が当社、当社の連結子会社、当社の親会社又は当社の

親会社の連結子会社の取締役、監査役、執行役又は従業員の地位を

喪失し、これらのいずれにも該当しなくなったとき。

（ロ）新株予約権者が死亡したとき。

（７）新株予約権の行使条件

新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合、直ちに新株予約権を喪

失する。

（イ）新株予約権者が、当社の取締役、監査役又は従業員でなくなった場

合（ただし、当社の書面による承諾を事前に得た場合を除く）。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合。

（ハ）新株予約権者が新株予約権を第三者に対し譲渡、質入れその他の処

分をした場合。

（ニ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（ホ）新株予約権者が新株予約権の放棄を申し出た場合。

（ヘ）新株予約権者が当社の就業規則により懲戒解雇または諭旨解雇の制

裁を受けた場合。

（８）組織再編行為における新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行

為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予

約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割契約、株式交換契約または株式移転契約において定めた

場合に限るものとする。
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(イ)交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予

約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの

とする。

(ロ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ハ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（１）に準じて決定する。

(ニ)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組

織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編後払込金額に(ハ)に従っ

て決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる

金額とする。

(ホ)新株予約権を行使することができる期間

上記（３）に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記（３）

に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(ヘ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記（４）に準じて決定する。

(ト)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。

(チ)新株予約権の取得条項

上記（６）（（６）の(イ)については、「当社」を「再編対象会社」

と読み替える）に準じて決定する。

（９）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

３．募集新株予約権と引換えにする金銭の払込

本件募集新株予約権と引換えにする金銭の払込みはこれを要しない。

４．募集新株予約権を割り当てる日

平成25年９月26日

以　上
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別紙9

株式会社くふうカンパニー第４回新株予約権の内容

１．新株予約権の名称

株式会社くふうカンパニー第４回新株予約権

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、各新株予約権の目

的である株式数（以下「付与株式数」という）は、新株予約権１個につき

3,000株とする。

ただし、本新株予約権の割当日（株式会社オウチーノ及び株式会社みん

なのウェディング間の2018年5月15日付株式移転計画書に基づく本新株予

約権の割当日をいう。以下同じ。）後、株式会社くふうカンパニー（以下

「当社」という。）が当社普通株式の株式分割（株式無償割当てを含む。）

または株式併合を行う場合には、その時点で行使されていない新株予約権

に係る付与株式数は、次の算式により調整するものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

また、割当日後、当社が資本の減少を行う場合等、当該新株予約権に係

る付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本

の減少等の条件等を勘案の上、合理的な範囲で当該新株予約権に係る付与

株式数を調整する。

なお、上記の調整の結果生じる1株に満たない端数はこれを切り捨てるも

のとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の行

使により交付を受けることができる株式1株当たりの払込金額(以下、「行

使価額」という。)に当該新株予約権に係る付与株式数を乗じた金額とす

る。当初の行使価額は、300円とする。ただし、割当日後、当社が当社普通
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株式につき株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合を行う場

合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式

の発行または自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満

株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡しまたは当社

普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたも

のを含む）の転換または行使の場合を除く)は、次の算式により行使価額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の株式の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通

株式総数から当社が保有する普通株式にかかる自己株式数を控除した数と

し、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分

する自己株式数」に、「新規発行前」を「自己株式の処分前」に、それぞ

れ読み替えるものとする。さらに、割当日後、当社が資本の減少を行う場

合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資

本の減少の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものと

する。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の割当日から2023年９月25日まで。

（４）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

（イ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加

限度額の2分の1の金額とし、計算の結果1円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。
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（ロ）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本

準備金の額は、上記（イ）記載の資本金等増加限度額から上記（イ）

に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要するもの

とする。

（６）新株予約権の取得条項

新株予約権者について、次の各号の事由のいずれかが生じたときは、当

社は当該事由が生じた日に、当該新株予約権者からその有する新株予約権

全部を無償で取得する。当社は当該新株予約権の取得と引き換えに、当社

の株式・社債・新株予約権・新株予約権付社債のいずれも交付しない。

（イ）新株予約権者が当社または当社の子会社及び関連会社のうち結婚関

連事業を行う会社（当初は、株式会社みんなのウェディングとし、

当社の取締役会または取締役会が認める社内機関の決定により、そ

の範囲を変更することができるものとする。以下「結婚関連子会社

等」という。）の取締役、監査役、執行役または従業員の地位を喪

失し、これらのいずれにも該当しなくなったとき。

（ロ）新株予約権者が死亡したとき。

（７）新株予約権の行使条件

新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合、直ちに新株予約権を喪

失する。

（イ）新株予約権者が、当社または結婚関連子会社等の取締役、監査役ま

たは従業員でなくなった場合（ただし、当社の書面による承諾を事

前に得た場合を除く）。

（ロ）新株予約権者が死亡した場合。

（ハ）新株予約権者が新株予約権を第三者に対し譲渡、質入れその他の処

分をした場合。

（ニ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（ホ）新株予約権者が新株予約権の放棄を申し出た場合。

（ヘ）新株予約権者が当社または結婚関連子会社等の就業規則により懲戒

解雇または諭旨解雇の制裁を受けた場合。

（８）組織再編行為における新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行
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為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予

約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約

権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予

約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象

会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割契約、株式交換契約または株式移転契約において定めた

場合に限るものとする。

(イ)交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予

約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するもの

とする。

(ロ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(ハ)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（１）に準じて決定する。

(ニ)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組

織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編後払込金額に(ハ)に従っ

て決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる

金額とする。

(ホ)新株予約権を行使することができる期間

上記（３）に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日

と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記（３）

に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

(ヘ)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

及び資本準備金に関する事項

上記（４）に準じて決定する。

(ト)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要す

るものとする。
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(チ)新株予約権の取得条項

上記（６）（（６）の(イ)については、「当社」を「再編対象会社」

と読み替える）に準じて決定する。

（９）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

４．新株予約権の割当日

2018年10月1日

以　上
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別紙10

株式会社みんなのウェディング第１回有償新株予約権の内容

１．新株予約権の名称

株式会社みんなのウェディング第１回有償新株予約権

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個当たりの発行価額は、100円とする。なお、当該金額は、

第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株

価情報及び業績推移等を考慮し、一般的なオプション価格算定モデルである

モンテカルロ・シミュレーションにより算出した公正価格（新株予約権１個

当たり100円）を参考に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割（当

社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式の併合を行う場

合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的である

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、

その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理

的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、

行使価額は、金1,374円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）

は、平成29年１月１日から平成32年12月31日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加

限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。
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（６）新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、平成28年９月期、平成29年９月期または平成30年

９月期の有価証券報告書に記載される損益計算書（連結損益計算書を

作成している場合は、連結損益計算書とする。以下同じ。）及びキャ

ッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成してい

る場合は、連結キャッシュ・フロー計算書とする。以下同じ。）から

算出するEBITDA（損益計算書に記載される営業利益にキャッシュ・フ

ロー計算書に記載される減価償却費及びのれん償却額を加算したも

の。）が、いずれかの決算期について10億円以上となった場合、各新

株予約権者は、それぞれに割り当てられた本新株予約権を行使するこ

とができる。

なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由により参

照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき

指標を取締役会で定めるものとする。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の

本新株予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約

権者が、次の各号のうち（ウ）を除く各号の一に該当した場合は、そ

の後当該号に該当しなくなるか否かを問わず、その有する一切の本新

株予約権を行使することができないものとし、直ちに本新株予約権を

喪失する。

（ア）平成30年９月期の有価証券報告書が提出されたときに上記①に

掲げる行使条件が充たされなかった場合。

（イ）新株予約権者が、当社または当社の親会社、子会社、関連会社

若しくはその他の関係会社の取締役または従業員の地位を喪失

した場合。ただし、任期満了による退任、定年による退職、会

社命令による出向・転籍、その他正当な理由があると取締役会

認めた場合は、この限りではない。

（ウ）新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会が当該新

株予約権者の相続人による本新株予約権の行使を承認した場合

は、この限りではない。

（エ）新株予約権者が当社の就業規則により懲戒解雇または諭旨解雇

の処分を受けた場合。

（オ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（カ）新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。
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③　その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

（ア）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

点における発行可能株式総数を超過することとなる場合。

（イ）本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４．新株予約権の割当日

平成27年12月25日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得すること

ができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有

する本新株予約権（もしあれば）を無償で取得することができる。

（３）当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合

をすること（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となること

が見込まれる場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別

支配株主の株式売渡請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当

社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で

取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができる。ただし、再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

－ 39 －

移転議案



2018/06/14 13:03:14 / 18443318_株式会社みんなのウェディング_臨時招集通知

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（２）に準じて決定する。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　上記３．（３）に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日

のうちいずれか遅い日から、上記３．（３）に定める行使期間の満了日ま

でとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記３．（６）に準じて決定する。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

　上記３．（４）に準じて決定する。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する

ものとする。

（９）新株予約権の取得条項

　上記５．に準じて決定する。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本６．に準じて決定する。

（11）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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別紙11

株式会社くふうカンパニー第５回新株予約権の内容

１．新株予約権の名称

株式会社くふうカンパニー第５回新株予約権

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日（株式会社オウチーノ及び

株式会社みんなのウェディング間の2018年5月15日付株式移転計画書に基

づく本新株予約権の割当日をいう。以下同じ。）後、株式会社くふうカン

パニー（以下「当社」という。）が株式の分割（当社普通株式の無償割当

てを含む。以下同じ。）または株式の併合を行う場合、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、

その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理

的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、

行使価額は、金1,374円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）

は、本新株予約権の割当日から2020年12月31日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加

限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。
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（６）新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、当社の子会社及び関連会社のうち結婚関連事業を

行う会社（当初は、株式会社みんなのウェディングとし、当社の取締

役会または取締役会が認める社内機関の決定により、その範囲を変更

することができるものとする。以下「結婚関連子会社等」という。）

の2016年９月期、2017年９月期または2018年９月期の損益計算書（複

数の会社がある場合は、連結損益計算書の作成と同様の方法で、各会

社の個別損益計算書を基礎とし、各会社相互間の取引高の相殺消去及

び未実現損益の消去等の処理を行って作成するものをいう。また、監

査法人もしくは公認会計士による任意監査または当該監査法人もしく

は公認会計士との間で合意された手続を実施したものに限る。以下同

じ。）から算出するEBITDA（営業利益に減価償却費及びのれん償却額

を加算したもの。）が、いずれかの決算期について10億円以上となっ

た場合、各新株予約権者は、当該条件を 初に充たした決算期の翌年

1月1日から、それぞれに割り当てられた本新株予約権を行使すること

ができる。

なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由により参

照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき

指標を取締役会で定めるものとする。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の

本新株予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約

権者が、次の各号のうち（ウ）を除く各号の一に該当した場合は、そ

の後当該号に該当しなくなるか否かを問わず、その有する一切の本新

株予約権を行使することができないものとし、直ちに本新株予約権を

喪失する。

（ア）2018年９月期の結婚関連子会社等の損益計算書が作成及び承認

されたときに上記①に掲げる行使条件が充たされなかった場合。

（イ）新株予約権者が、当社または結婚関連子会社等の取締役または

従業員の地位を喪失した場合。ただし、任期満了による退任、

定年による退職、会社命令による出向・転籍、その他正当な理

由があると当社取締役会または取締役会が認める社内機関が認

めた場合は、この限りではない。

（ウ）新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会または取

締役会が認める社内機関が当該新株予約権者の相続人による本

新株予約権の行使を承認した場合は、この限りではない。
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（エ）新株予約権者が当社または結婚関連子会社等の就業規則により

懲戒解雇または諭旨解雇の処分を受けた場合。

（オ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（カ）新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。

③　その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

（ア）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

点における発行可能株式総数を超過することとなる場合。

（イ）本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４．新株予約権の割当日

2018年10月1日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得すること

ができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有

する本新株予約権（もしあれば）を無償で取得することができる。

（３）当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合

をすること（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となること

が見込まれる場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別

支配株主の株式売渡請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当

社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で

取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができる。ただし、再編対象会
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社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（２）に準じて決定する。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　上記３．（３）に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日

のうちいずれか遅い日から、上記３．（３）に定める行使期間の満了日ま

でとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記３．（６）に準じて決定する。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

　上記３．（４）に準じて決定する。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する

ものとする。

（９）新株予約権の取得条項

　上記５．に準じて決定する。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本６．に準じて決定する。

（11）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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別紙12

株式会社みんなのウェディング第２回有償新株予約権の内容

１．新株予約権の名称

株式会社みんなのウェディング第２回有償新株予約権

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権１個当たりの発行価額は、100円とする。なお、当該金額は、

第三者評価機関である株式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株

価情報及び業績推移等を考慮し、一般的なオプション価格算定モデルである

モンテカルロ・シミュレーションにより算出した公正価格（新株予約権１個

当たり100円）を参考に決定したものである。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割（当

社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式の併合を行う場

合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新

株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的である

株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、

その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理

的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、

行使価額は、金705円とする。
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なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）

は、平成31年１月１日から平成33年12月31日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加

限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。
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②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。

（６）新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、平成30年９月期、または平成31年９月期の有価証

券報告書に記載される損益計算書（連結損益計算書を作成している場

合は、連結損益計算書とする。以下同じ。）及びキャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成している場合は、連結

キャッシュ・フロー計算書とする。以下同じ。）から算出するEBITDA

（損益計算書に記載される営業利益にキャッシュ・フロー計算書に記

載される減価償却費及びのれん償却額を加算したもの。）が、いずれ

かの決算期について5.3億円以上となった場合、各新株予約権者は、そ

れぞれに割り当てられた本新株予約権を行使することができる。

なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由により参

照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき

指標を取締役会で定めるものとする。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の

本新株予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約

権者が、次の各号のうち（ウ）を除く各号の一に該当した場合は、そ

の後当該号に該当しなくなるか否かを問わず、その有する一切の本新

株予約権を行使することができないものとし、直ちに本新株予約権を

喪失する。

（ア）平成31年９月期の有価証券報告書が提出されたときに上記①に

掲げる行使条件が充たされなかった場合。

（イ）新株予約権者が、当社または当社の親会社、子会社、関連会社

若しくはその他の関係会社の取締役または従業員の地位を喪失

した場合。ただし、任期満了による退任、定年による退職、会

社命令による出向・転籍、その他正当な理由があると取締役会

が認めた場合は、この限りではない。
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（ウ）新株予約権者のうち、社外協力者は、本新株予約権の権利行使

時において以下の条件を充足している場合に限り、本新株予約

権を行使することができる。

　（ⅰ）社外協力者が当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは使用人であること。但し、任期満了による退任、定年

退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合を除

く。

（エ）新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会が当該新

株予約権者の相続人による本新株予約権の行使を承認した場合

は、この限りではない。

（オ）新株予約権者が当社の就業規則により懲戒解雇または諭旨解雇

の処分を受けた場合。

（カ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（キ）新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。

③　その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

（ア）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

点における発行可能株式総数を超過することとなる場合。

（イ）本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４．新株予約権の割当日

平成29年11月30日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得すること

ができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有

する本新株予約権（もしあれば）を無償で取得することができる。
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（３）当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合

をすること（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となること

が見込まれる場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別

支配株主の株式売渡請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当

社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で

取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができる。ただし、再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（２）に準じて決定する。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　上記３．（３）に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日

のうちいずれか遅い日から、上記３．（３）に定める行使期間の満了日ま

でとする。

（６）新株予約権の行使の条件

　上記３．（６）に準じて決定する。
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（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

　上記３．（４）に準じて決定する。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する

ものとする。

（９）新株予約権の取得条項

　上記５．に準じて決定する。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本６．に準じて決定する。

（11）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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別紙13

株式会社くふうカンパニー第６回新株予約権の内容

１．新株予約権の名称

株式会社くふうカンパニー第６回新株予約権

２．新株予約権と引換えに払い込む金銭

本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

３．新株予約権の内容

（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は、当社普通株式100株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日（株式会社オウチーノ及び

株式会社みんなのウェディング間の2018年5月15日付株式移転計画書に基

づく本新株予約権の割当日をいう。以下同じ。）後、株式会社くふうカン

パニー（以下「当社」という。）が株式の分割（当社普通株式の無償割当

てを含む。以下同じ。）または株式の併合を行う場合、次の算式により調

整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない本新株予約権の目的である株式の数についてのみ

行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、

その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理

的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払

込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、

行使価額は、金705円とする。
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なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回

る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使

に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の

移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１

円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる

発行済株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、

また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する

場合、会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整

を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

（３）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）

は、2019年１月１日から2021年12月31日までとする。

（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加

限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。
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②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め

る増加する資本金の額を減じた額とする。

（５）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要す

る。

（６）新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権者は、当社の子会社及び関連会社のうち結婚関連事業を

行う会社（当初は、株式会社みんなのウェディングとし、当社の取締

役会または取締役会が認める社内機関の決定により、その範囲を変更

することができるものとする。以下「結婚関連子会社等」という。）

の2018年９月期、または2019年９月期の損益計算書（複数の会社があ

る場合は、連結損益計算書の作成と同様の方法で、各会社の個別損益

計算書を基礎とし、各会社相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益

の消去等の処理を行って作成するものをいう。また、監査法人もしく

は公認会計士による任意監査または当該監査法人もしくは公認会計士

との間で合意された手続を実施したものに限る。以下同じ。）から算

出するEBITDA（営業利益に減価償却費及びのれん償却額を加算したも

の。）が、いずれかの決算期について5.3億円以上となった場合、各新

株予約権者は、当該条件を 初に充たした決算期の翌年1月1日から、

それぞれに割り当てられた本新株予約権を行使することができる。

なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由により参

照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき

指標を取締役会で定めるものとする。

②　新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の

本新株予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約

権者が、次の各号のうち（エ）を除く各号の一に該当した場合は、そ

の後当該号に該当しなくなるか否かを問わず、その有する一切の本新

株予約権を行使することができないものとし、直ちに本新株予約権を

喪失する。

（ア）2019年９月期の結婚関連子会社等の損益計算書が作成及び承認

されたときに上記①に掲げる行使条件が充たされなかった場合。
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（イ）新株予約権者が、当社または結婚関連子会社等の取締役または

従業員の地位を喪失した場合。ただし、任期満了による退任、

定年による退職、会社命令による出向・転籍、その他正当な理

由があると当社取締役会または取締役会が認める社内機関が認

めた場合は、この限りではない。

（ウ）新株予約権者のうち、社外協力者は、本新株予約権の権利行使

時において以下の条件を充足している場合に限り、本新株予約

権を行使することができる。

（ⅰ）社外協力者が当社または結婚関連子会社等の取締役、監査

役または使用人であること。但し、任期満了による退任、

定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合

を除く。

（エ）新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会または取

締役会が認める社内機関が当該新株予約権者の相続人による本

新株予約権の行使を承認した場合は、この限りではない。

（オ）新株予約権者が当社または結婚関連子会社等の就業規則により

懲戒解雇または諭旨解雇の処分を受けた場合。

（カ）新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

（キ）新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。

③　その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

（ア）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

点における発行可能株式総数を超過することとなる場合。

（イ）本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４．新株予約権の割当日

2018年10月1日

５．新株予約権の取得に関する事項

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割について

の分割契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契

約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要し

ない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得すること

ができる。
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（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本

新株予約権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有

する本新株予約権（もしあれば）を無償で取得することができる。

（３）当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合

をすること（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となること

が見込まれる場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別

支配株主の株式売渡請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当

社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で

取得することができる。

６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新

設分割、株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」

という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株

予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができる。ただし、再編対象会

社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に

限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交

付するものとする。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（１）に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記３．（２）に準じて決定する。

（５）新株予約権を行使することができる期間

　上記３．（３）に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日

のうちいずれか遅い日から、上記３．（３）に定める行使期間の満了日ま

でとする。
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（６）新株予約権の行使の条件

　上記３．（６）に準じて決定する。

（７）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び

資本準備金に関する事項

　上記３．（４）に準じて決定する。

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要する

ものとする。

（９）新株予約権の取得条項

　上記５．に準じて決定する。

（10）組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本６．に準じて決定する。

（11）新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない

端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以　上
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